
令和４年度　学校経営計画に対する最終評価報告書

主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 集計結果
分析（成果と課題）

及び　次年度の扱い（改善策等）
備考

１  ３年間を見通した進路指導体制を一層充実させ、早期から生徒に高い志を持たせて、一人一人の進路実現を図る。
進路指導課 【満足度指標（生徒）】 放課後補習は効果的であると思う生徒の割合が

各教科 Ａ　８０％以上である。　　　　Ｂ　７５％以上である。

３年学年会 Ｃ　７０％以上である。　　　　Ｄ　７０％未満である。

【満足度指標（生徒）】
担任との面談が自分の進路目標設定や進路実現に有効
であったと思う生徒の割合が

Ａ　９８％以上である。　　　　Ｂ　９５％以上である。

Ｃ　９０％以上である。　　　　Ｄ　９０％未満である。

進路指導課 【成果指標】 国公立大学合格者数が

３年学年会 Ａ　５０人以上である。　　　　Ｂ　４５人以上である。

教務課 Ｃ　４０人以上である。　　　　Ｄ　４０人未満である。

【成果指標】 金沢大学と難関大学の合格者数合計が

Ａ　１５人以上である。　　　　Ｂ　１０人以上である。

Ｃ　５人以上である。　　　　　Ｄ　５人未満である。

    

２  授業と家庭学習の相関を高め、学習内容の確実な定着を図るとともに、「主体的・対話的で深い学び」を実現するための研究と実践を進める。
教務課 【満足度指標（生徒）】 昨年度

各教科 国語 ８７％    地公 ７８％

Ａ　８５％以上である。　　　　Ｂ　８０％以上である。 数学 ９０％  　理科 ８９％

Ｃ　７５％以上である。　　　　Ｄ　７５％未満である。 保体 ８０％　  英語 ９１％

平均 ８６％

（生徒による授業評価）

教務課 【成果指標】 目標時間を達成している生徒の割合が 昨年度

各学年会 Ａ　７０％以上である。　　　　Ｂ　６０％以上である。 １ 年　４６％

各教科 Ｃ　５０％以上である。　　　　Ｄ　５０％未満である。 ２ 年　５０％

　　※ 目標時間 ３ 年　４６％

　　　　1年生120分、2年生120分、3年生220分 平均　４７％
（学習時間調査4～12月
平均）

【満足度指標（生徒）】 昨年度

１ 年　７０％　２ 年　８０％

Ａ　８０％以上である。　　　　Ｂ　７０％以上である。 平均　７６％

Ｃ　６０％以上である。　　　　Ｄ　６０％未満である。 （第2回学習実態調査）

教務課 【満足度指標（生徒）】 昨年度

各教科 １ 年　７４％

Ａ　８０％以上である。　　　　Ｂ　７０％以上である。 ２ 年　６５％

Ｃ　６０％以上である。　　　　Ｄ　６０％未満である。 平均　６９％

（第2回学習実態調査）

３  学習支援ツール活用等の校内研修を充実させ、ＧＩＧＡスクール構想を推進し学習・進学指導の実践を進めるとともに、探究活動の進化に努める。
教務課 【成果指標】

各教科

Ａ　９０％以上である。　　　　Ｂ　８０％以上である。
Ｃ　７０％以上である。　　　　Ｄ　７０％未満である。

教務課 【満足度指標（生徒）】

各学年

Ａ　９０％以上である。　　  　Ｂ　８０％以上である。

Ｃ　７０％以上である。　　  　Ｄ　７０％未満である。

４  「文武不岐」の精神のもと、生徒個々の人格の陶冶を目指し、部活動や生徒会活動の活性化を図るとともに、地域との連携に努める。
【満足度指標（生徒）】 部活動に満足している生徒の割合が

Ａ　８０％以上である。　　　　Ｂ　７０％以上である。

Ｃ　６０％以上である。　　　　Ｄ　６０％未満である。

【成果指標】

Ａ　６０以上である。　　　　　　Ｂ　５０以上である。

Ｃ　４０以上である。　　　　　　Ｄ　４０未満である。

生徒指導課 【成果指標】 地域や中学校と連携し、活動を行った部活動の数が

Ａ　２０以上である。　　　　　　Ｂ　１５以上である。

Ｃ　１０以上である。　　　　　　Ｄ　１０未満である。

生徒指導課 【努力指標】 迅速かつ十分に連携しているとする教員の割合が

保健相談課 Ａ　９５％以上である。　　  　Ｂ　９０％以上である。

学年会 Ｃ　８０％以上である。　　  　Ｄ　８０％未満である。

５  業務の精選・効率化・平準化に取り組み、時間外勤務時間の縮減に努め、生徒と向き合う時間を確保する。

【成果指標】
担当する分掌において、具体的な取組を考え、実行した教
員の割合が

Ａ　８０％以上である。　　  　Ｂ　７０％以上である。

Ｃ　６０％以上である。　　  　Ｄ　６０％未満である。

【満足度指標】
学校として多忙化改善のための取組が進んでいると感じ
ている教員の割合が

Ａ　６０％以上である。　　　　Ｂ　４０％以上である。

Ｃ　３０％以上である。　　　　Ｄ　３０％未満である。

　

【成果指標】
適切な計画を立て、かつ、おおむね実行できたと考える教
員の割合が

Ａ　９０％以上である。　　  　Ｂ　８０％以上である。

Ｃ　７０％以上である。　　  　Ｄ　７０％未満である。

「あてはまる」、「ややあてはまる」の合計が昨年
度から5％増加した。コロナ禍での部活動運営に
適応できた結果と考えられる。

昨年度
「部活動の運営において
適切な計画を立て実行し
ている」と回答した割合が
８５％
　（１２月教員アンケート）

適切な部活動計画を立
て、かつ、おおむね実行
できたと考える教員の割
合

学校関係者評価委員会評価 先生方の働き方改革を行い、先生方が働いていて楽しいと思える環境作りをして欲しい。

上記評価をうけた今後の改善策 業務内容の見直し・精選を行い、生徒と向き合う時間の確保に努める。

② 部活動運営において、時
間を意識した効率的な指
導を行う。

部活動顧問 ４月時点での計画を年間を通して実行す
ることを目指したい。

「部活動の運営において
適切な計画を立て実行し
ている」と回答した割合が
９０％
　　（１２月教員アンケー
ト）

「あてはまる」、「ややあてはまる」の合計が97％
であった。昨年度１２月の82％から伸びており、
本年度７月の94％をやや上回る結果となった。各
課の課長や学年主任を中心に取り組みが進んで
いる。

昨年度
「分掌で業務の精選や効
率化の取組をしている」と
回答した割合が８２％
　　（１２月教員アンケー
ト）

担当する分掌において、
具体的な取組を考え、実
行した教員の割合

「学校全体として多忙化改
善の取組が進んでいると
思う」と回答した割合が３
１％
　　（１２月教員アンケー
ト）

「あてはまる」、「ややあてはまる」の合計が31％
であった。新教育課程への対応、コロナ感染症に
よる行事変更への対応などの業務も負担となっ
ていると考えられるが、本年度７月が44％であっ
たことを踏まえると、改善に向けた新たな取組が
進まず停滞しているとの評価と考えられる。

昨年度
「学校全体として多忙化改
善の取組が進んでいると
思う」と回答した割合が３
０％
　（１２月教員アンケート）

学校として多忙化改善
のための取組が進んで
いると感じている教員の
割合

① 学校全体や担当する分掌
において、業務の精選・効
率化に取り組む。

全員 個人で担当する業務に関しては、工夫し
て実行することができた。学校全体として
各課の業務の見直しを意識し、学校全体
での取組につなげる必要がある。

「分掌で業務の精選や効
率化の取組をしている」と
回答した割合が　９７％
　　（１２月教員アンケー
ト）

学校関係者評価委員会評価 いじめの問題を学校内だけでなく、外部機関を利用できることも知っておいて欲しい。

上記評価をうけた今後の改善策 外部機関との連携の有効性・方法について、今後も検討を重ねていきたい。

地域や中学校と連携し、
活動を行った部活動の

数

④ いじめのない学校づくりを
めざし、共通理解に基づ
いて、全職員がいじめの
早期発見・早期解決に向
けて連携する。

いじめの問題への基本姿勢を随時確認
し、日常の指導に加え、アンケートや個
人面談を通して積極的に情報収集と指
導を行っている。

「課題のある生徒への対
処で、学年会や教育相
談、生徒指導等が十分連
携している」と回答した割
合が
９０％
　　（12月教員アンケート）

③ 部活動が地域や中学校と
の連携を図り、地域に愛
される学校づくりを目指
す。

多くの部活動が地域のボランティア活動
や中学校との合同練習を行っている。地
域や中学校との交流をさらに活発に行
い、地域から愛される学校を目指した
い。

２０の部活動でのべ５３回
である。

コロナ禍でも感染対策を十分おこない交流でき
た。生徒募集にも関わることであり、来年度以降
さらに活発な交流を促したい。

昨年度
１５の部活動でのべ２８回
の交流が行われた。

「あてはまる」、「ややあてはまる」の合計が90％
で、昨年度１２月の82％から8％増加した。様々な
課題を抱える生徒が多数在籍しており、今後も多
くなることが予想される。組織的に対応ができる
ようさらに連携を強めたい。

昨年度
「課題のある生徒への対
処で、学年会や教育相
談、生徒指導等が十分連
携している」と回答した割
合が
８２％
　　（12月教員アンケート）

課題のある生徒への対
処で、学年会や教育相
談、生徒指導などが迅
速かつ十分に連携して
いるとする教員の割合

「満足」、「どちらかといえば満足」の割合は
86.5％であり、コロナ禍における部活動にある程
度適応できていると考えられる。

昨年度
「満足」、「どちらかといえ
ば満足」の割合が８５．
１％

部活動に満足している
生徒の割合

② 運動部・文化部ともに成
果をあげ、それによってよ
り一層の競技力と意識の
向上を目指す。

生徒指導課 昨年度はコロナ禍にあり、統一された県
総体が開催されず総合順位も示されて
いない。

県総体総文・新人大会・地区大会での入賞、またはベスト
８に入った回数の合計が

各種大会の入賞の数は
６３回

① 部活動の内容を充実さ
せ、活性化を図り、「文武
不岐」を目指す。

生徒指導課 部活動の加入率は高いが、真の「文武不
岐」をの実践には、部活動の満足度をさ
らに高める工夫が必要である。

「満足」、「どちらかといえ
ば満足」の割合は８６．
５％

各種大会の入賞の数は６３回でありＡ評価となる
が、上位大会への出場や入賞やが少ないことが
課題である。

昨年度
各種大会の入賞の数は
５２回

県総体総文・新人大会・
地区大会での入賞、ま
たはベスト８に入った回
数

昨年度
１年　９０％　２ 年　７２％
３年　６６％　平均　７６％学習支援ツールの活用

が、自らの学習や進路
選択においておおむね
役立つと考ええている生
徒の割合

学校関係者評価委員会評価 ICT機器が全員配付されているので、それを十分に活かした指導を行って欲しい。

上記評価をうけた今後の改善策 学習支援アプリや精度の高い採点システムの運用に取り組むなど、今後もICT活用の研究と実践を行う。

全学年で1人1台端末となり、活用が進んだ。随
時、情報交換を行い、端末を使用する姿が見ら
れた。今後は授業改善に向けた活用について、
教員の意識あわせが課題である。

昨年度
「できる」　３３％
「だいだいできる」　４８％
（１２月学校自己評価）

一人一台端末を効果的
に活用した学習・進路指
導をおおむね行うことが
できると考える教員の割
合

② 教科の学習をはじめとす
る諸活動において、適切
と考えられる場面を捉え、
ＩＣＴの活用を図る。

生徒がChromebook、Classi、ロイロノート
などの新たな学習支援ツールを積極的
かつ効果的に活用し、個別最適化された
学習活動が行えるようにしていく必要が
ある。

学習支援ツールの活用が、自らの学習や進路選択におい
ておおむね役立つと考ええている生徒の割合が

１年　９２％　２ 年　９５％
３年　９７％　平均　９６％

全学年で一人一台端末となり、評価が高まったと
考えられる。今年度の活用事例を整理し、来年度
につなげていきたい。

① ＧＩＧＡスクール構想実現
推進委員会を中心とし
て、組織的・計画的に校
内研修を実施する。

全校生徒に一人一台端末が配付され
た。昨年度に引き続き、校内研修会を随
時実施し、教員のICTを活用した指導力
の向上に努める必要がある。

一人一台端末を効果的に活用した学習・進路指導をおお
むね行うことができると考える教員の割合

「できる」　５２％
「だいだいできる」　３８％
（１２月学校自己評価）

学校関係者評価委員会評価 生徒に学習に対するモチベーションを持たせ、生徒自ら学習に取り組む工夫をして欲しい。

上記評価をうけた今後の改善策 面談や集会での声掛け、補習内での自学自習の確立を図っていく。大学の先生や本校卒業の社会人や大学生との交流を今後も継続していく。

家庭での課題学習が、授業での学習の際に効果的である
と捉えている生徒の割合が

１ 年   ７４％
２ 年   ７６％
平均   ７５％
（第２回学習実態調査）

１年生で4％アップ、２年生で4％ダウンとなった。
前向きに取り組むことができるような課題内容や
仕掛けを検討し、満足感を向上させていきたい。

家庭での課題学習が効
果的であると捉えている
生徒の割合

③ 土曜補習（Sゼミ）を「進路
意識の高揚」と「基礎学力
の定着」の２本柱で展開
する。オンラインを活用す
る。

Ｂの評価まであと一歩と届かなかった。
実施したオンラインの企画は生徒や教員
から一定の評価を得ることができた。今
年度はオンライン講義の種類を増やした
い。準備が難しい４月の第１回のＳゼミを
５月にオンデマンド形式で実施し、学習
意欲や学力養成につなげたい。

土曜補習（Sゼミ）は学習意欲の喚起、基礎学力の養成に
効果があると考えている生徒の割合が

② 家庭学習時間調査を通じ
て、生徒の学習状況を把
握するとともに、学年会と
連携して各種課題提出の
徹底を図ることにより、家
庭学習習慣の確立に努
める。

家庭での学習時間が十分とは言えない。
各教科で、個の学習状況に応じた課題
や自主的に進めることができる課題など
を工夫していきたい。

１ 年　３０％
２ 年　５０％
３ 年　１９％
平均　３３％
（学習時間調査4～12月
平均）

昨年度と比較すると、１・３年で大きく下降した。
学年集会、個別面談や声掛けを行い家庭学習の
重要性を繰り返し伝えてきたが、習慣を確立でき
てない生徒が特に１年で多数という結果となっ
た。学習時間の多い生徒と少ない生徒の二極化
も進んでいる。3年生については、進路が決定後
の減少が大きい。

1日平均の家庭学習時
間

部活動休養日の設定による時間的な余
裕に比して、家庭での学習時間が確保で
きていない。授業との相関を意識させな
がら、課題学習に取り組む環境を整える
必要がある。

１ 年　７８％
２ 年　６８％
平均　７４％
（第２回学習実態調査）

昨年度と比較して、１年生、２年生ともアップし
た。時期に応じて、基礎学力を定着させる取り組
みと進路意識を高揚させる取り組みを行い、集中
学習方式も取り入れた。来年度もこの方針の下
でさらに良質な取り組みを考えていきたい。

土曜補習（Sゼミ）は学習
意欲の喚起、基礎学力
の養成に効果があると
考えている生徒の割合

学校関係者評価委員会評価 普通科の高校なので、進学実績も大切である。様々な進路志望の実現を図りながら、丁寧な指導をお願いしたい。

上記評価をうけた今後の改善策 面談・集会を通して、生徒が満足感をもって、次に進学できるように指導を継続していきたい。

① 中高交流研究授業､校内
公開授業など諸研究授業
の実践･参観及び研究協
議会や研修会を通じて､
教師の教科指導法等の
技能を高め､生徒の思考
力の向上に努める。

研究・公開授業の実施など各教科での
努力により比較的良好な結果が出てい
る。生徒の資質や適性を把握し、授業で
の工夫と改善を今後も地道に続けたい。

授業において、自ら深く考える機会があり、学習に対する
大きな刺激を得られたという生徒の割合が

国語　８６％　地公８５％
数学　９２％　理科９２％
保体　８７％　英語９１％
平均　８９％
（生徒による授業評価）

授業改善の取り組みにより全体的に高く評価さ
れている。特に地公で７％向上した。1人1台端末
の活用など、さらに授業改善を積み重ねて、より
高い評価になるよう努力したい。

授業において自ら深く考
える機会があり、学習に
対する大きな刺激を得ら
れたという生徒の割合

昨年度
名古屋大学1名
神戸大学１名
筑波大学１名
広島大学１名
金沢大学５名

金沢大学と難関大学の
合格者数

難関大：１０大,東外大,東
医歯大,お茶大,筑波大,
広島大,慶応大,早稲田
大

昨年度
ホーム担任との個人面談
について「参考になってい
る」「少し参考になってい
る」の割合が
　１年　95.4%　　２年
97.4%
　３年　95.0%    平均
96.0%

担任との面談が自分の
進路目標設定や進路実
現に有効であったと思う
生徒の割合

③ 志望実現の意識を高め、
進路実績の向上を図る。

学校推薦型選抜、総合型選抜といった特
別選抜には教員全員で関わることができ
た。その中で、一部の指導が特定の教科
に集中する現状がある。教員へのレク
チャーを設定するなどし、持続可能なも
のにしていく必要がある。
共通テストでは苦戦が見られ、国公立大
学への出願数が減少している。後期試
験まで受験する集団づくりや出願先の検
討が課題である。

国公立大学合格者数は３
９名（現役３９）であった。

特別選抜による国公立大学合格者は、総合型選
抜で４名、学校推薦型選抜入試で１５名の合格者
を出し、前年度からは４名減となった。高い目標
を維持させながら、生徒個々の学力を見極め、志
望校を決定していくことが大切である。一般選抜
での合格者は前期１６名中期１名後期３名計２０
名であった。特別選抜、一般選抜とも共通テスト
で苦戦しているのが最大の原因で、低学年から
の学習習慣定着が早急の課題である。

昨年度
国公立大学合格者数は
４５名（現役４１、既卒生
４）であった。

国公立大学合格者数

② 個人面談を通して生徒理
解に努め、３年間を見通し
た進路指導を実践する。
ホーム副担任にも協力を
依頼する。

進路指導課
学年会

教員による生徒との個人面談は十分に
機能しており、生徒の評価も高い。さら
に、進路に関する幅広い選択肢を提供し
ていくために副担任をはじめ担任以外が
面談できる場面を設定していきたい。

ホーム担任との個人面談
について「参考になってい
る」「少し参考になってい
る」の割合が
　１年　94.8%　　２年
96.1%
　３年　96.5%    平均
95.7%
（第2回学習実態調査）

昨年度より1・2学年、「平均」でも若干ダウンした
が、概ね良好と考えられる。より丁寧に話を聞くこ
とができるようホーム担任にゆとりと十分な面談
時間を確保したい。

各教科

名古屋大学１名
北海道大学１名
東北大学１名
金沢大学４名

難関大学の合格者は名古屋大学１名、北海道大
学１名、東北大学1名で、いずれも現役生である。
金沢大学合格者は、昨年度５名から４名で一昨
年度と同数であった。第一志望にこだわり、ある
程度の結果は残した。次年度は、特別選抜も視
野に入れながら、一般選抜での合格にこだわりた
い。

具体的取り組み

① 放課後補習を効果的に行
うため、まず、生徒に講座
内容を提示し、講座を選
択させた後、受講する形
式とする。

昨年度、補習内容が合わない生徒には
自習できる環境を与えた。これに関して
は生徒からも教員からも一定の評価が
得られた。
個々に応じた補習を展開するための教
員数が不足している。複数教科を組み合
わせるなどの工夫が必要である。

放課後補習は効果的か
の問に「とても」「どちらか
といえば効果的」の割合
が85.4%
（第2回学習実態調査)

昨年度より6.3％のアップとなった。年間を通じて
補習を実施できたこと、アンマッチのまま強行す
るのではなく「自学」する環境を提供したことが
アップの要因と分析している。生徒のニーズは多
様であり、細分化での対応には限界があるが、
次年度も、生徒自身が選んで補習を受講する形
をとりたい。

昨年度
放課後補習は効果的か
の問に「とても」「どちらか
といえば効果的」の割合
が79.1%
（第2回学習実態調査)

放課後補習によって学
力がついたと思う生徒の
割合


